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はじめに

わが国の建設投資は，GDPの動きや，社会経

済活動・市場動向等に与える影響は極めて大き

い。このため，国土交通省では，国内建設市場の

規模とその構造を明らかにすることを目的とし，

昭和３５年度から毎年度当初に，建設投資推計およ

び建設投資見通しを作成し，「建設投資見通し」

として公表している。

建設投資見通しの概要

平成２５年度の建設投資は，前年度比１１．２％

増の４９兆９，５００億円となる見通しである。

� 平成２５年度の建設投資は，前年度比１１．２％増

の４９兆９，５００億円となる見通しである。このう

ち，政府投資は２１兆９，６００億円（前年度比１６．４

％増），民間投資が２７兆９，９００億円（前年度比

７．５％増）となる見通しである。これを建築・

土木別に見ると，建築投資が２６兆２，８００億円

（前年度比１２．２％増），土木投資が２３兆６，７００億

円（前年度比１０．２％増）となる見通しである

（表―１，図―１）。

� 平成２４年度の建設投資は，前年度比７．２％増

の４４兆９，０００億円となる見込みである。このう

ち政府投資は１８兆８，６００億円（前年度比９．６％

増），民間投資は２６兆４００億円（前年度比５．５％

増）と見込まれる。建築・土木別に見ると，建

築投資が２３兆４，２００億円（前年度比４．２％増），

土木投資が２１兆４，８００億円（前年度比１０．７％増）

となる見込みである。

� 建設投資は，平成４年度の８４兆円をピークに

減少基調となり，平成２３年度には平成４年度の

半分程度にまで減少した。その後，平成２４年度

には，東日本大震災からの復興等により反転・

上昇が見られたが，平成２５年度の建設投資につ

いては，東日本大震災からの復興に加え，平成

２４年度補正予算に係る政府建設投資や景気の改

善等が見込まれることから，総額として４９兆

９，５００億円となる見通しである。

平成２４年度補正予算に係る
政府建設投資の動向

平成２４年度補正予算に係る政府建設投資額

は，総額で５．４兆円程度と試算される。

この建設投資により，名目国内総生産は

１．２％程度引き上げられ，生産誘発効果は

１０．５兆円程度，就業誘発効果は７６．３万人程度

になることが見込まれる。

平成２４年度補正予算に係る政府建設投資額は，

総額で５．４兆円程度と試算される（表―２）。

平成２５年度
建設投資見通し
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平成２４年度補正予算に係る建設投資がマクロ経

済に及ぼす効果を推計すると，名目国内総生産を

２５年度に１．２％程度引き上げ，実質国内総生産を

１．１％程度引き上げる。

また，この建設投資による経済効果を，建設投

資によって誘発される各産業の生産額（生産誘発

表―１ 平成２５年度建設投資（名目値） （単位：億円，％）

年 度

項 目

投 資 額 対 前 年 度 伸 び 率

平成２２年度
実績

２３年度
見込み

２４年度
見込み

２５年度
見通し 平成２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

総 計 ４１９，２８２ ４１８，９００ ４４９，０００ ４９９，５００ ▲２．４ ▲０．１ ７．２ １１．２

建 築 ２２０，９９１ ２２４，８００ ２３４，２００ ２６２，８００ ▲２．６ １．７ ４．２ １２．２
住 宅 １３４，９３３ １３８，４００ １４４，０００ １５３，５００ ０．７ ２．６ ４．０ ６．６
政 府 ５，１５４ ４，６００ ４，２００ ４，６００ ▲８．２ ▲１０．７ ▲８．７ ９．５
民 間 １２９，７７９ １３３，８００ １３９，８００ １４８，９００ １．１ ３．１ ４．５ ６．５

非 住 宅 ８６，０５８ ８６，４００ ９０，２００ １０９，３００ ▲７．３ ０．４ ４．４ ２１．２
政 府 １６，９４２ １６，８００ １９，１００ ３１，５００ ２．７ ▲０．８ １３．７ ６４．９
民 間 ６９，１１６ ６９，６００ ７１，１００ ７７，８００ ▲９．５ ０．７ ２．２ ９．４

土 木 １９８，２９１ １９４，１００ ２１４，８００ ２３６，７００ ▲２．２ ▲２．１ １０．７ １０．２
政 府 １５７，７２４ １５０，７００ １６５，３００ １８３，５００ ０．３ ▲４．５ ９．７ １１．０
公共事業 １３０，１９８ １２４，５００ １３８，６００ １５７，５００ ▲６．４ ▲４．４ １１．３ １３．６
そ の 他 ２７，５２６ ２６，２００ ２６，７００ ２６，０００ ５２．２ ▲４．８ １．９ ▲２．６

民 間 ４０，５６７ ４３，４００ ４９，５００ ５３，２００ ▲１０．９ ７．０ １４．１ ７．５

再掲
政 府 １７９，８２０ １７２，１００ １８８，６００ ２１９，６００ ０．３ ▲４．３ ９．６ １６．４
民 間 ２３９，４６２ ２４６，８００ ２６０，４００ ２７９，９００ ▲４．３ ３．１ ５．５ ７．５

（再掲）民間非住宅建設 １０９，６８３ １１３，０００ １２０，６００ １３１，０００ ▲１０．０ ３．０ ６．７ ８．６

（注）１． 民間非住宅建設＝民間非住宅建築投資＋民間土木投資
２． ▲はマイナス。

表―２ 平成２４年度補正予算に係る政府建設投資によるマクロ経済へのフロー効果

平成２４年度補正予算に係る政府建設投資額 約５．４兆円

経済効果

名目国内総生産の引き上げ効果 約１．２％引き上げ
実質国内総生産の引き上げ効果 約１．１％引き上げ
生産誘発効果 約１０．５兆円
就業誘発効果 約７６．３万人

（注）１． 名目国内総生産・実質国内総生産：一般財団法人建設経済研究所「建設経済モデル」により推計
２． 生産誘発効果・就業誘発効果：「平成１７年（２００５年）産業連関表」により推計

図―１ 建設投資額（名目値）の推移
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効果）で見ると，全産業では１０．５兆円程度の生産

活動が行われるものと予想される。

さらに，これらの建設投資により，７６．３万人程

度の就業誘発効果が見込まれる。

建築物リフォーム・リニューアル
投資の動向

建築物リフォーム・リニューアル投資額

は，平成２５年度に８兆６，９００億円程度となる

見通しである。

また，建築投資全体に占める建築物リフォ

ーム・リニューアル投資の比率は，平成２５年

度に住宅・非住宅の総計で２６．６％となる見通

しである。

建築物リフォーム・リニューアル投資額は，平

成２５年度に８兆６，９００億円程度（対前年度比１．５％

増）となる見通しである。また，その内訳は，住

宅３６．５％，非住宅６３．５％となる見通しである（図

―２）。

建築物リフォーム・リニューアル投資額に，建

設投資見通しの「建築」の投資額を加えた合計額

（重複計上分を除く）は，３２兆６，３００億円程度とな

る見通しである。そのうち，建築物リフォーム・

リニューアル投資額の占める割合は，平成２５年度

には，住宅で１７．４％，非住宅で３８．２％，総計で

２６．６％となる見通しである（図―３）。

また，建築物リフォーム・リニューアル投資額

に，建設投資見通しの「総計」の投資額を加えた

合計額（重複計上分を除く）は，５６兆３，０００億円

程度となる見通しである。

国内総生産と建設投資の関係

平成２５年度の建設投資が国内総生産に占め

る比率は，１０．２％となる見通しである。

国内総生産に占める建設投資の比率は，昭和５０

年ごろは２０％以上あったが，その後，減少傾向と

なった。昭和６１年度から平成２年度にかけて一時

増加したものの，その後再び減少基調となった。

平成２３年度には反転・上昇し，平成２５年度には，

１０．２％となる見通しである（図―４，５）。

建設投資の構成と推移

� 建設投資の構成

平成２５年度における建設投資の構成を見る

と，民間投資が政府投資を上回っている。ま

た，政府土木投資と民間建築投資の合計が全

体の約８割を占めている。図―２ 建築物リフォーム・リニューアル投資額
の推移

（注）１． 投資額とその比率は，国土交通省「建築物リ
フォーム・リニューアル調査報告」等をもとに
算出。

２．「リフォーム・リニューアル」とは，既存建
築物の増築，一部改築，改装のことであり，劣
化等の維持・修繕に加え，従前の建築物の機能
を高めるものを含む。

図―３ 建築投資全体に占める建築物リフォーム・
リニューアル投資額の割合（平成２５年度見
通し）
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平成２５年度の建設投資の構成を見ると，民間投

資が５６％，政府投資が４４％である。民間投資のう

ち住宅と非住宅を合わせた建築投資が４５％を占め

ている。政府投資は土木投資が３７％を占めてお

り，この両者で建設投資全体の約８割を占めてい

る（図―６）。

� 政府・民間別構成比の推移

平成２５年度の建設投資は，民間投資が５６％

で，政府投資が４４％となる見通しである。

政府と民間との構成比については，平成３年度

以降，民間投資が減少する一方，数次の経済対策

により政府投資が増加したことから民間投資の割

合は低下し，平成１０年度には５２％となった。

その後，平成１８年度までは，民間の景気回復に

より民間投資の割合が上昇したが，リーマンショ

ックによる民間建設投資の減少により平成２１年度

からは政府投資の割合が上昇した。平成２４年度以

降は，政府建設投資の増加もあり，政府投資の割

合は微増し，民間投資の割合が５６％，政府投資の

割合が４４％となっている（図―７）。

図―６ 平成２５年度建設投資の構成（名目値）

図―４ 建設投資の国内総生産に占める比率

図―５ 国内総支出と建設投資の関係（平成２３年度）

（注）１． 国内総生産の平成２３年度以前は「国民経済計算」，平成２４年度は「国民経済計算２次
QE」，平成２５年度は「平成２５年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」（平成２５年
２月２８日閣議決定）を参考に算出した。

２． 国内総生産の昭和３５年から昭和５４年までは「平成２年基準（６８SNA）」，昭和５５年から
平成５年までは「平成１２年基準（９３SNA）」，平成６年から平成２３年までは「平成１７年基
準（９３SNA）」による。

３． 計数はそれぞれ四捨五入しているため合計と必ずしも一致しない。
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� 建築・土木別構成比の推移

平成２５年度の建設投資は，建築投資が５３％

で，土木投資が４７％となる見通しである。

建築と土木との構成比については，平成３年度

以降，建築投資が減少する一方で経済対策により

政府土木投資が大幅に増加したことから，土木投

資の占める比率が増加傾向となり平成１０年度には

５１％となった。

その後，建築投資の占める比率が高まる傾向に

あったが，近年は建築投資が５０％台前半，土木投

資が４０％台後半で推移している（図―８）。

� 政府建設投資の動向

平成２５年度の政府建設投資は，前年度比

１６．４％増の２１兆９，６００億円となる見通しであ

る。

� 平成２５年度は，平成２４年度補正予算に係る政

府建設投資もあり，前年度比１６．４％増加し，２１

兆９，６００億円となる見通しである。

� このうち，建築投資は前年度比５４．９％増の３

兆６，１００億円，その内訳は住宅投資が４，６００億円

（前年度比９．５％増），非住宅投資が３兆１，５００億

円（前年度比６４．９％増）となる見通しである。

土木投資は前年度比１１．０％増の１８兆３，５００億

円，そのうち公共事業が１５兆７，５００億円（前年

度比１３．６％増），公共事業以外が２兆６，０００億円

（前年度比２．６％減）となる見通しである。

� 住宅投資の動向

平成２５年度の住宅投資は，前年度比６．６％

図―７ 政府・民間別構成比の推移

図―８ 建築・土木別構成比の推移
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増の１５兆３，５００億円となる見通しである。

� 平成２５年度は，雇用・所得環境の改善や，東

日本大震災からの復興等が見込まれることか

ら，民間住宅投資は，前年度比６．５％増の１４兆

８，９００億円となる見通しであり，これに政府住

宅投資を合わせた平成２５年度の住宅投資全体で

は，前年度比６．６％増の１５兆３，５００億円となる見

通しである。

� 平成２４年度の新設住宅着工戸数は，前年度比

６．２％増の８９．３万戸であった。利用関係別に見

ると，持家は３１．７万戸（前年度比３．８％増），貸

家は３２．１万戸（前年度比１０．７％増），給与住宅

は０．６万戸（前年度比２１．９％減），分譲住宅は

２５．０万戸（前年度比４．４％増）となっている

（表―３）。

� 民間非住宅建設投資の動向

平成２５年度の民間非住宅建設投資（民間非

住宅建築および民間土木）は，前年度比８．６

％増の１３兆１，０００億円となる見通しである。

� 平成２５年度の民間非住宅建築投資は，企業マ

インドの改善等により，企業設備投資の増加が

期待できることから，前年度比９．４％増の７兆

７，８００億円となる見通しである。

また，民間土木投資は，前年度比７．５％増の

５兆３，２００億円となる見通しである。これによ

り，平成２５年度の民間非住宅建設投資（非住宅

建築および土木）は前年度比８．６％増の１３兆

１，０００億円となる見通しである。

� 平成２４年度の民間非住宅建設投資（民間非住

宅建築および民間土木）は，前年度比６．７％増

の１２兆６００億円となる見込みである。

このうち，民間非住宅建築は７兆１，１００億円

（前年度比２．２％増），民間土木投資は４兆９，５００

億円（前年度比１４．１％増）となる見込みであ

る。

建設投資見通しは，国土交通省のホームページ

で公表しているので参照されたい（http : //

www.mlit.go.jp/report/press/joho04_hh_000369.

html）。

表―３ 新設住宅着工戸数と伸び率の推移
� 着工戸数 （単位：戸）

総計 持家 貸家 給与 分譲

平成２２年度 ８１９，０２０ ３０８，５１７ ２９１，８４０ ６，５８０ ２１２，０８３
年度 平成２３年度 ８４１，２４６ ３０４，８２２ ２８９，７６２ ７，５７６ ２３９，０８６

平成２４年度 ８９３，００２ ３１６，５３２ ３２０，８９１ ５，９１９ ２４９，６６０

平成２４年（１月―３月） １９９，５０９ ６６，４８４ ７０，５２２ １，１３７ ６１，３６６
平成２４年（４月―６月） ２１５，８５１ ７６，５７６ ７６，６５２ ２，２８６ ６０，３３７

四半期 平成２４年（７月―９月） ２２７，０９７ ８４，６７１ ７９，８５１ １，４５５ ６１，１２０
平成２４年（１０月―１２月） ２４０，３４０ ８３，８５８ ９１，４９６ ９９９ ６３，９８７
平成２５年（１月―３月） ２０９，７１４ ７１，４２７ ７２，８９２ １，１７９ ６４，２１６

� 伸び率：前年同期比 （単位：％）

総計 持家 貸家 給与 分譲

平成２２年度 ５．６ ７．５ ▲６．３ ▲５０．３ ２９．６
年度 平成２３年度 ２．７ ▲１．２ ▲０．７ １５．１ １２．７

平成２４年度 ６．２ ３．８ １０．７ ▲２１．９ ４．４

平成２４年（１月―３月） ３．７ ▲１．２ ５．９ ▲３１．０ ７．９
平成２４年（４月―６月） ６．２ ３．５ １１．１ １７．７ ３．６

四半期 平成２４年（７月―９月） ▲１．１ ▲４．２ ２．１ ▲４０．１ １．０
平成２４年（１０月―１２月） １５．０ １０．４ ２７．０ ▲５１．７ ８．５
平成２５年（１月―３月） ５．１ ７．４ ３．４ ３．７ ４．６

（注）１．「住宅着工統計」（国土交通省）による。
２． ▲はマイナス。
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